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【公開日】平成21年8月20日(2009.8.20)
【年通号数】公開・登録公報2009-033
【出願番号】特願2009-22560(P2009-22560)
【国際特許分類】
   Ｂ６５Ｇ  35/06     (2006.01)
【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成23年11月9日(2011.11.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可動部品（２４）とこの可動部品（２４）を移動させるための直接駆動装置（１０、１
６）とを有する機械であって、この直接駆動装置がステータ（１０）とロータユニット（
１６）とを含むものにおいて、ロータユニット（１６）が連結機構（２６；３０、３０'
、３２、３２'、３４）を介して可動部品（２４）と連結されており、この連結機構がロ
ータユニット（１６）に対する可動部品（２４）の相対移動を可能とし、前記直接駆動装
置が、ステータ（１０）の実効部（１４）とロータユニット（１６）の実効部（２０）と
の間の間隔（ｄ）を保持するための間隔保持装置（１８）を含む機械。
【請求項２】
　前記間隔保持装置が、ロータユニットもしくはロータユニットのセグメント（１６）に
取付けられた支持ローラ（１８）を含む請求項１記載の機械。
【請求項３】
　前記間隔保持装置が、ステータに取付けられた少なくとも１つのレールと、ロータユニ
ットもしくはロータユニットのセグメントに取付けられた少なくとも１つの案内シューと
を含む請求項１記載の機械。
【請求項４】
　連結機構（２６；３０、３０'、３２、３２'、３４）が、ロータユニットの移動方向と
は異なる１つまたは複数の方向でのみ相対移動を可能とする請求項１ないし３のいずれか
１つに記載の機械。
【請求項５】
　前記連結機構が少なくとも１つの平らな帯板状金属要素（２６）を含む請求項１ないし
４のいずれか１つに記載の機械。
【請求項６】
　前記連結機構が少なくとも１つの継手（３０、３０'）を有する請求項１ないし５のい
ずれか１つに記載の機械。
【請求項７】
　前記直接駆動装置が電気リニアモータ（１０、１６）として形成されている請求項１な
いし６のいずれか１つに記載の機械。
【請求項８】
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　ステータ（１０）が直線的に延びる要素（１２）を有し、直線的に延びる要素（１２）
の相反する側にそれぞれ１つのロータユニットが設けられており、両方のロータユニット
がそれぞれ１つの可動部品（２４）と連結され、これらの可動部品（２４）が互いに剛性
に結合された部品（３６）としてなる請求項７記載の機械。
【請求項９】
　固定部品（１２４）とこの固定部品に対して移動可能な部品とこの可動部品を移動させ
るための直接駆動装置（１１０、１１６）とを有する機械であって、この直接駆動装置が
ステータユニットとロータとを含むものにおいて、ステータユニット（１１６）が連結機
構（１３０、１３０'、１３２、１３２'、１３４）を介して固定部品（１２４）と連結さ
れており、この連結機構がステータユニット（１１６）に対する固定部品（１２４）の相
対移動を可能とし、直接駆動装置が、ロータ（１１０）の実効部（１１４）とステータユ
ニット（１１６）の実効部（１２０）との間の間隔（ｄ）を保持するための間隔保持装置
（１１８）を含む機械。
【請求項１０】
　前記直接駆動装置が電気リニアモータ（１１０、１１６）として形成され、ロータ（１
１０）が直線的に延びる要素（１１２）を有し、この直線的に延びる要素（１１２）の相
反する側にそれぞれ１つのステータユニットが設けられており、この両方のステータユニ
ットがそれぞれ１つの固定部品（１２４）と連結され、これらの固定部品（１２４）が互
いに剛性に結合された部品としてなる請求項９記載の機械。
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